



























































































































































































































































































































































































































































ントで排出される温室効果ガスを含む汚染物質に 時に対処するための規則を二〇一一年一二月一〇日までに提案し、二〇一二年一一月一〇日までに最終規則として公表するというものであっ 。しかしながら、 ちらも遅延ている。　
アメリカ国内で温室効果ガスを最も多く排出しているのは発電所業界であり、また、精製所業界からの温室効果
ガス排出量はアメリカ国内の固定発生源のうち二番目 多い。これら二つ 業界からの排出量の総計は、アメリカ国内の温室効果ガス排出量の四〇％近くを占めており、それぞれについて規則が制定されることによって、アメリカ国内の温室効果ガス排出量は相当に削減されることになるだろう。
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術、新規石炭火力発電所の性能基準、電気自動車の研究開発支援、スマートグリッドの振興などに関する規定が、第二編「エネルギー効率性」には、建造物、照明・電化製品、輸送のエネルギ 効率プログラム等に関する規定が、 四 クリーン・エネルギー経済への移行」には、炭素リーケージの防止、グリーン雇用の創出、気候変動への適応などに関する規定があった。そして、本法案でもっとも注目されていた温室効果ガスのキャップ・アンド・トレード・プログラムは、第三編「地球温暖化汚染の削減」と第五編「農林業に関連するオフセット」において規定されていた。　
本法案で提案されていたキャップ・アンド・トレード・プログラムでは、二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、




































































































オバマ大統領とジャクソン長官率いるＥＰＡは、気候変動対策に積極的 姿勢を示し きた。それを可能にしたのは、温室効果ガスがＣＡＡの「大気汚染物質」の定義に当てはま とし、かつ ＥＰＡに温室効果ガス規制権限が


























































































































性、水の入手可能性と水質への影響は、登録企業の操業と業績に影響を与えうるとして、ⅰ海岸沿いに集中して操業する登録企業にとっては、財産的損害および製造や製品の輸送を含む操業の中断、ⅱハリケーンや洪水 ような悪天候による主要な顧客やサプライヤー 操業の中断によって間接的に受ける財政や操業への影響、ⅲ保険会社および再保険会社への保険金請求や責任の増加、ⅳ干ばつ等 天候 変化によって影響を受け 地域 おける農業生
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 ghgdata, available at http://ghgdata.epa.gov/ghgp/m
ain.do （










ases under Section 202 （



























der Section 202 （























ood for the E
conom
y and G
ood for the C
oun-
























































































issions Standards and F
uel E
ffi





















































































































































































































arks by the P
resident in State of the U
nion A
ddress （





































eb. 8, 2010 ）. 日本語による紹介
や評価として、野崎麻子「気候変動情報 投資家向け制度開示」別冊会計情報九巻四〇―四二頁（二〇一 年） 川原尚子「企業
東洋法学　第56巻第 2号（2013年 1 月）
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二〇〇三年度分の燃料別電気の種類別消費量 ついての定期報告情報の開示を求めたところ、七五三の事業所 ついて不開示と決定されたことから、それらのうち 代表的な事業所の情報開示を求めて、二〇〇五年七月、東京 大阪、名古屋において訴訟を提起した。 一一 一〇月一四日、最高裁は、それぞれ 訴訟において、当該情報が情報公開法五条二号イ所定の不開示情報に当たると判断した。詳細は、気候ネットワーク ウェブサイト（
http://w
w
w
.kikonet.org/research/disclosure.htm
l ）を参照。
―おおさか
　
えり・法学部准教授―
アメリカにおける気候変動訴訟とその政策形成および事業者行動への影響（二・完）〔大坂　恵里〕
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